
01 市場共創

02 マテリアル・サイクル

03 CASEへの対応

04 温室効果ガス排出

05 エネルギー管理

06 水の管理

07 廃棄物と有害物質の管理

08 生物多様性への影響

09 安全衛生

10 人権

11 公正な事業慣行

12 ガバナンス

ダイバーシティ

健康経営

人材育成

知的財産

品質保証

地域コミュニティへの貢献社会・関係資本

人的資本

知的資本

CSV

環境

社会

ガバナンス

機会

リスク

価値創造を実現

するための資本

マテリアリティ推進を

支える取組み

マテリアリティ

[区分] [分類] [項目]

ESGリスク管理の仕組み
- 環境・安全マネジメントシステム
- 人権デュー・ディリジェンス
-サプライチェーン・マネジメント
-鉱山事業のマネジメント

CSV（機会）の基準：
製品の環境・社会スタンダード
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１ 長期的視点で経済・環境・社会課題を幅広くリストアップ

２ 長期的に当社グループの事業やバリューチェーンに関わる課
題およそ750個をリストから抽出

３ 当社グループの事業活動やその影響に対する、主要なステー
クホルダーの期待と要請の度合いで、上記２で抽出された課題を
レベル分け

４ CSR委員会において、当社グループの財務面に与える影響の
度合いで、２で抽出された課題をレベル分け

５ ３および４の二つの軸でマッピングし（右図）、濃い部分に位置
付けられたものをマージし、マテリアリティとして特定

６ 特定されたマテリアリティを統合経営戦略に沿って、課題の解
決に貢献できる可能性のある事業の機会と、財務面に影響を与え
うるESGリスク（社会的責任への取組み）に区分

７ 薄い部分にマッピングされたものを、マテリアリティ推進を支え、
後押しする取組みとして整理

８ 機会・リスクのマテリアリティ（下図）を取締役会で承認

Ref. 国際統合報告フレームワーク、SASBスタンダード

Ref. 国連や国際NPO等が示す課題として、SDGs、国連グローバル・コンパクト、
GRIスタンダード、ISO26000

Ref. 三井金属 経営理念、行動規準、19中計

Ref.

＜国際機関の視点として＞ 責任ある企業行動のためのOECDデュー・ディリ
ジェンス・ガイダンス
＜投資家の視点として＞ SASBスタンダード、アムンディESG一般基準
＜業界団体の視点として＞ RBA行動規範、ICMM基本原則、経団連企業行
動憲章

Ref. 19中計、行動規準、環境行動計画、人権基準、調達方針
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［ B 三井金属グループの財務面の影響度合い ］

三井金属グループの
マテリアリティ

FY2019 マテリアリティ見直し

［見直しステップ］

2022年度、年度計画に沿って、推進部門を中心に取組みを進めました。年度末には、項目ごとの実績、外部環境の変化や主要なス
テークホルダーの関心の変化も踏まえて2023年度計画を確認し、グループ全体の進捗を取りまとめ、CSR委員会にて報告を行ないま
した。2023年度も年度計画に沿ってPDCAを回し、グループ全体でマテリアリティ項目の取組みを進めていきます。マテリアリティの進
捗については、「三井金属グループサステナビリティの取組み」 （P.86-91） にて開示しています。

FY2022 機会・リスクのマテリアリティのPDCA
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ステークホルダーとマテリアリティ

原材料
（自社の鉱山事業含む）

サプライヤー
プロセス

自社の操業 お客様プロセス 使用・消費 交換・改修・
リサイクル

Mitsui Kinzoku Value Chain

Mitsui Kinzoku’s Stakeholders

国際機関 株主・投資家 ESG評価機関 地球環境

イニシアティブ NGO/NPO

従業員
地域コミュニティ
行政機関

従業員
労働組合
地域コミュニティ
行政機関
業界団体

サプライヤー お客様 消費者 リサイクル事業者

バリューチェーンに沿ったステークホルダー・マッピング

マテリアリティの見直し
三井金属グループは、ステークホルダーが関心を示す様々な環境・社会課題について、とくに当社グループのバリュー
チェーンにおいて影響の大きい課題をマテリアリティとして特定しています。
統合思考経営を実行するために、2019年度に、2024年に向けマテリアリティを見直しました。課題の解決に貢献できる可

能性のある事業の機会、財務面に影響を与えうるESGリスク（社会的責任への取組み）の２つの視点で、機会3項目、リス
ク9項目をあらためてマテリアリティとして特定しました。また、マテリアリティ推進を支える取組みとして、「資本」という切り
口から、6項目を選定しました。
これらの項目について、コミットメント・目標（KPI）・年度計画を議論し、「三井金属グループ サステナビリティの取組み」

（P.86-91）にまとめました。

ISO26000の8つの基準を用いて、経済・環境・社会の面で事業活動による影響を受ける可能性が高く、価値創造に影響を与
える可能性が高いステークホルダーを、主要なステークホルダーと特定しています。地球環境も主要なステークホルダーの
ひとつと見なし、SDGsはこうしたマルチステークホルダー共通の長期的な経済・環境・社会課題を示したものと捉えています。
主要なステークホルダーのニーズと関心を理解し、合理的に対応していくために、様々なエンゲージメントの機会を設けてい
ます。2022年度は機関投資家向けESG説明会、社長によるパーパス・全社ビジョンを含めた従業員向けの22中計キャラバ
ン、サプライヤー向けの説明会等を実施し、マテリアリティの取組みに反映させています。

主要なステークホルダーの特定とエンゲージメント

三井金属グループは、パーパスを基軸として長期的に価値を創造し続けるために、サステナビリティが統合された経営を
実行していきます。統合思考経営を効率的に進めるために、主要なステークホルダーを定め、ステークホルダーや当社
グループの事業にとってのマテリアリティ（重要課題） を特定しています。
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